
（別記１）沿革関係
（単位：人）

9,993

214

昭和４０年度 設置時と同様。 8,817

婦人少年室 199

昭和６０年度 設置時と同様。 8,289

婦人少年室 170

平成１２年度

平成１２年度末と同様。

平成１２年度末と同様。

（別記２）組織関係
①－１　地方支分部局別定員数（平成１８年度末）

1,209 314 286 379 290 276 438 370 309 334 606 523
3.2 0.8 0.8 1.0 0.8 0.7 1.2 1.0 0.8 0.9 1.6 1.4

2,456 1,001 500 282 265 225 204 454 375 584 1,055 325
6.5 2.7 1.3 0.7 0.7 0.6 0.5 1.2 1.0 1.5 2.8 0.9

217 525 1,567 1,024 220 255 185 216 400 624 414 215
0.6 1.4 4.2 2.7 0.6 0.7 0.5 0.6 1.1 1.7 1.1 0.6

230 299 234 1,103 241 382 345 273 244 355 250 22,878
0.6 0.8 0.6 2.9 0.6 1.0 0.9 0.7 0.6 0.9 0.7 60.7

本省

全体
37,687
100.0

定員数
比率

鹿児島 沖縄 合計

定員数
比率

区分

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎

定員数
比率

区分 香川 愛媛 高知

鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島

三重

定員数
比率

区分 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知区分 東京 神奈川 新潟 富山 石川

栃木 群馬 埼玉 千葉

定員数
比率

（単位：人、％）

区分 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城

地方分権一括法により、従来の都道府県労働基準局、都道府県女
性少年室（平成９年に婦人少年室から改称）、都道府県職業安定
主務課の三機関を統合し、労働基準行政、職業安定行政、雇用均
等行政に係る事務を所掌する都道府県労働局を各都道府県単位で
４７局設置。（４月）
なお、労働基準監督署及び公共職業安定所については、設置時と
同様。

23,533

前回調査時(平成１９年度) 22,551

現在（平成２１年度末） 22,279

都道府県労働基準局及び各労働基準監督署
都道府県職業安定主務課及び各公共職業安定所 16,935

都道府県労働基準局及び各労働基準監督署
都道府県職業安定主務課及び各公共職業安定所 15,132

時期 所掌事務、組織、管轄区域の概要 年度末定員数
設置時（昭和２２年度） 労働基準行政に係る事務を所掌する都道府県労働基準局を各都道

府県単位に設置。また、その事務の一部を分掌する労働基準監督
署を各地域に設置。（５月）

職業紹介事業、雇用保険事業等を所掌する公共職業安定所の指揮
監督に関する事務について、都道府県知事の機関委任事務とし
て、各都道府県の職業安定主務課において実施。（５月）

女子労働者の保護等に係る事務を所掌する婦人少年局都道府県職
員室を各都道府県単位で設置（昭和27年８月婦人少年室に改
称）。（３月）

17,509



①－２　地方支分部局別定員数（平成１９年度末）

1,192 311 282 375 284 272 426 367 305 329 606 523
3.2 0.8 0.8 1.0 0.8 0.7 1.1 1.0 0.8 0.9 1.6 1.4

2,431 989 494 278 263 224 203 446 372 578 1,042 320
6.5 2.6 1.3 0.7 0.7 0.6 0.5 1.2 1.0 1.5 2.8 0.9

216 514 1,551 996 219 251 184 214 393 611 401 213
0.6 1.4 4.2 2.7 0.6 0.7 0.5 0.6 1.1 1.6 1.1 0.6

228 294 231 1,072 237 368 340 269 240 350 247 22,551
0.6 0.8 0.6 2.9 0.6 1.0 0.9 0.7 0.6 0.9 0.7 60.4

本省

全体
37,365
100.0

①－３　地方支分部局別定員数（平成２０年度末）

1,174 309 279 372 279 268 416 365 302 325 606 523
3.1 0.8 0.7 1.0 0.7 0.7 1.1 1.0 0.8 0.9 1.6 1.4

2,409 978 487 273 260 222 202 438 368 573 1,030 316
6.4 2.6 1.3 0.7 0.7 0.6 0.5 1.2 1.0 1.5 2.7 0.8

215 503 1,535 969 218 247 184 213 387 599 389 211
0.6 1.3 4.1 2.6 0.6 0.7 0.5 0.6 1.0 1.6 1.0 0.6

226 289 228 1,041 233 356 335 266 237 345 245 22,245
0.6 0.8 0.6 2.7 0.6 0.9 0.9 0.7 0.6 0.9 0.6 58.7

本省

全体
37,890
100.0

①－４　地方支分部局別定員数（平成２１年度末）

1,171 310 279 373 276 267 414 368 303 327 624 533
3.0 0.8 0.7 1.0 0.7 0.7 1.1 1.0 0.8 0.8 1.6 1.4

2,413 986 486 271 260 222 203 436 372 585 1,043 318
6.3 2.6 1.3 0.7 0.7 0.6 0.5 1.1 1.0 1.5 2.7 0.8

218 500 1,546 957 219 245 186 214 387 597 381 211
0.6 1.3 4.0 2.5 0.6 0.6 0.5 0.6 1.0 1.6 1.0 0.5

226 289 227 1,026 232 350 335 266 236 344 247 22,279
0.6 0.8 0.6 2.7 0.6 0.9 0.9 0.7 0.6 0.9 0.6 57.9

本省

全体
38,495
100.0

合計

定員数
比率

区分

定員数
比率

長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

山口 徳島

定員数
比率

区分 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀

奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島

静岡 愛知 三重

定員数
比率

区分 滋賀 京都 大阪 兵庫

富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜

定員数
比率

区分 東京 神奈川 新潟

福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉

定員数
比率

（単位：人、％）

区分 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形

鹿児島 沖縄 合計

定員数
比率

区分

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎

定員数
比率

区分 香川 愛媛 高知

鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島

三重

定員数
比率

区分 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知区分 東京 神奈川 新潟 富山 石川

栃木 群馬 埼玉 千葉

定員数
比率

（単位：人、％）

区分 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城

合計

定員数
比率

区分

定員数
比率

長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

山口 徳島

定員数
比率

区分 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀

奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島

静岡 愛知 三重

定員数
比率

区分 滋賀 京都 大阪 兵庫

富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜

定員数
比率

区分 東京 神奈川 新潟

福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉

（単位：人、％）

区分 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形



①－５　地方支分部局別定員数（平成２２年度末）

1,156 307 276 371 272 263 405 366 301 324 624 533
3.6 0.9 0.8 1.1 0.8 0.8 1.2 1.1 0.9 1.0 1.9 1.6

2,420 977 480 267 256 221 202 428 369 581 1,033 315
7.4 3.0 1.5 0.8 0.8 0.7 0.6 1.3 1.1 1.8 3.2 1.0

217 491 1,533 935 218 242 185 213 382 586 370 210
0.7 1.5 4.7 2.9 0.7 0.7 0.6 0.7 1.2 1.8 1.1 0.6

225 286 225 1,003 230 342 331 263 234 339 246 22,053
0.7 0.9 0.7 3.1 0.7 1.1 1.0 0.8 0.7 1.0 0.8 67.9

本省

全体
32,487
100.0

※　各地方支分部局の組織図は別添のとおり。

②　直近５年間の削減数

削減 新規増 純増減

③　今後予定されている改正事項
特になし

21 ▲691 385 ▲306 労働基準監督署・公共職業安定所の再編等

22 ▲681 455 ▲226 定員合理化等に基づく減

19 ▲685 358 ▲327 労働基準監督署・公共職業安定所の再編等

20 ▲691 386 ▲305 労働基準監督署・公共職業安定所の再編等

定員数
比率

年度
削減（純減）数 合計

理由別の削減（純減）数の内訳

18 ▲507 358 ▲149 労働基準監督署・公共職業安定所の再編等

鹿児島 沖縄 合計

定員数
比率

区分

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎

定員数
比率

区分 香川 愛媛 高知

鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島

三重

定員数
比率

区分 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知区分 東京 神奈川 新潟 富山 石川

栃木 群馬 埼玉 千葉

定員数
比率

（単位：人、％）

区分 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城



（別記３）予算・決算関係
①　地方支分部局別・会計別平成２０年度決算

決算額 5,364 1,611 1,526 2,123 1,377 1,446 2,091 2,172 1,868 1,805 3,563 2,872

比率 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.01

概要 労働条件その他の労働者の働く環境の整備及び職業の確保事業

決算額 37,274 5,955 4,561 7,397 4,365 4,576 7,453 8,292 5,716 6,685 16,726 15,995

比率 0.55 0.09 0.07 0.11 0.06 0.07 0.11 0.12 0.08 0.10 0.25 0.24

概要 労働者災害補償保険法による労働者災害補償保険事業及び雇用保険法による雇用保険事業

決算額 42,638 7,566 6,087 9,520 5,742 6,022 9,544 10,464 7,584 8,490 20,289 18,867

比率 0.14 0.03 0.02 0.03 0.02 0.02 0.03 0.04 0.03 0.03 0.07 0.06

決算額 12,506 5,046 2,823 1,499 1,549 1,337 1,093 2,442 1,862 3,056 5,876 1,629

比率 0.05 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.01 0.03 0.01

概要

決算額 51,985 24,876 10,038 4,968 3,995 4,300 2,989 8,312 9,397 13,091 25,396 7,373

比率 0.77 0.37 0.15 0.07 0.06 0.06 0.04 0.12 0.14 0.19 0.38 0.11

概要

決算額 64,491 29,922 12,861 6,467 5,544 5,637 4,082 10,754 11,259 16,147 31,272 9,002

比率 0.22 0.10 0.04 0.02 0.02 0.02 0.01 0.04 0.04 0.05 0.11 0.03

決算額 1,321 2,919 7,542 5,166 1,441 1,220 1,092 1,217 2,026 3,114 2,115 1,065

比率 0.01 0.01 0.03 0.02 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00

概要

決算額 6,067 11,885 35,670 21,849 4,722 5,042 2,587 3,608 9,751 13,894 6,427 4,276

比率 0.09 0.18 0.53 0.32 0.07 0.07 0.04 0.05 0.14 0.21 0.10 0.06

概要

決算額 7,388 14,804 43,212 27,015 6,163 6,262 3,679 4,825 11,777 17,008 8,542 5,341

比率 0.03 0.05 0.15 0.09 0.02 0.02 0.01 0.02 0.04 0.06 0.03 0.02

決算額 1,302 1,467 1,082 4,851 1,175 1,785 1,818 1,440 1,199 2,145 1,337 118,375

比率 0.01 0.01 0.00 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.52

概要

決算額 4,437 9,010 7,778 19,543 3,910 8,704 7,360 8,107 5,946 7,106 4,601 503,995

比率 0.07 0.13 0.12 0.29 0.06 0.13 0.11 0.12 0.09 0.11 0.07 7.46

概要

決算額 5,739 10,477 8,860 24,394 5,085 10,489 9,178 9,547 7,145 9,251 5,938 622,370

比率 0.02 0.04 0.03 0.08 0.02 0.04 0.03 0.03 0.02 0.03 0.02 2.11

決算額

比率

概要

決算額

比率

概要

決算額

比率

②　平成２１年度以降の変更点
特になし

20年度
決算

一般会
計

22,742,199

100.00

労働保
険特別
会計

6,753,447

100.00

合計
29,495,646

100.00

合計

20年度
決算

一般会
計

労働保
険特別
会計

合計

区分
本省

全体

長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄区分 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀

山口 徳島

20年度
決算

一般会
計

労働保
険特別
会計

合計

奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島

三重

20年度
決算

一般会
計

労働保
険特別
会計

合計

区分 滋賀 京都 大阪 兵庫

福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知区分 東京 神奈川 新潟 富山 石川

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉

20年度
決算

一般会
計

労働保
険特別
会計

合計

（単位：百万円、％）

区分 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島


